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人口変化と日本経済

片　山　尚　平*
（受付　2023 年 10 月 31 日）

* 広島修道大学

1.　は　じ　め　に

　戦後の日本経済は，高度成長期とそれに続く安定成長期を経験し，順調な歩みを見せた。

その結果，日本はGDPが世界第 2位の経済大国となり，一人当たりGDPも世界トップクラ

スとなった。80年代後半には資産価格が急騰し，日本中がバブル景気に沸いた。

　しかし，90年代初頭に，バブルが崩壊したことをきっかけに，景気が悪化し，日本は低成

長時代に突入した。債務や設備，雇用が過剰となり，経済が低迷した。90年代後半には，ア

ジア金融危機が発生し，外需が減少したことにより，日本経済は低迷を続けた。

　その間，拡張的な財政政策や金融政策が実施されたが，日本経済を上向かせるほどの効果

はもたらさなかった。2000年代に入っても，さほど景気は上向かず，1990年代初頭から現在

まで経済成長率は平均 1％程度で推移し，財政赤字が続き，政府債務は急増した。2010年，

日本は GDPで中国に抜かれた。

　近年，日本経済は人口減少・少子高齢化といった構造的な問題を抱え，日本経済の将来が

懸念される。欧米諸国も，同様の問題を抱え，金融危機や世界同時不況の発生以降，経済成

長率の低下と物価上昇に直面している。

　日本ほどではないが，欧米諸国でも，少子高齢化・人口減少が進み，経済の将来が懸念さ

れる。2020年に発生したコロナ経済危機がこの苦境に追い打ちをかけ，先進諸国の停滞は新

興国にも波及し，貿易の縮小等を通じて世界全体の経済状況が悪化した。

　本稿では，主に，日本経済を念頭に置いて，人口変化がマクロ経済に及ぼす影響を中心に

考察する。構成は以下のとおりである。第 2節では，時系列データに基づき，日本の人口の

推移を考察する。第 3節では，時系列データに基づき，日本のマクロ経済の推移を考察する。

第 4節では，人口減少・高齢化が財政，社会保障や経済成長に及ぼす影響を考察する。第 5

節は，全体のまとめである。全体の要約に加えて，今後必要とされる経済政策に言及してみ

たい。
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2.　日本の人口の推移

2-1　総人口の推移

　日本の人口構造において，10年以上にわたって人口減少と少子高齢化が進展している。日

本の総人口は1960年代後半に 1億人を超えたが，2008年の 1億2808万人をピークに減少に

転じた（図 1）。

　日本では，戦後，二度結婚・出産ブームが起きた。いわゆる第 1次ベビーブーム（1947～

49年）と第 2次ベビーブーム（1970年代前半）である。第 1次ベビーブームで誕生した人口

の塊を「団塊の世代」という。

　団塊の世代は極めて人数が多く，彼らが出産適齢期を迎えた1970年代前半に再びベビー

ブームが生じた（第 2次ベビーブーム）。団塊ジュニアを中心にしたこの世代が第 3次ベビー

ブームを引き起こす可能性はあったが， 3回目のベビーブームは幻に終わった。

図 1　総人口（万人）

出所）令和 5年版経済財政白書掲載のデータに基づき筆者作成。
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　総人口の増減数と増減率は，ほぼ同方向に動き，重ね合わせることができる。1960年頃か

ら70年代前半までは増減数，増減率共増加傾向にあり，70年代後半からこれらの指標は低下

傾向にある。2019年～22年の 3年間は，平均で50万人以上，0.5％以上の減少となっている

（図 2）。

　図 3と図 4では，日本の人口の推移が総合的に示されている。2022年の総人口は約 1億

2495万であるが，2070年には約30％減少し，総人口が9000万人を割り込むと推計されてい

る。この間人口増加率がマイナスの状態が続き，50年間で人口規模が高度成長期前半の水準

に戻ると見込まれている。
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注）人口増減率は，前年10月から当年 9月までの人口増減数を前年人口（期首人口）で除したもの
出所）総務省統計局

図 2　総人口の人口増減数及び人口増減率の推移（1950年～2022年）

図 3　日本の人口の推移
出所）令和 5年版 厚生労働白書
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　一方で，2025年には，「団塊の世代」すべての人が，75歳以上の後期高齢者となる。さら

に，2040年には「団塊の世代」のこども世代として第二次ベビーブーム期（1971（昭和46）

年～1974年（昭和49年）に生まれた「団塊ジュニア世代」すべての人が65歳以上となる。

2070年には65歳以上の人の割合が38.7％となる見通しである。

2-2　合計特殊出生率と労働力人口の推移

　一人の女性がその生涯において何人くらいの子供を産むことになるかを表す指標が，合計

特殊出生率である。人口が減らないための合計特殊出生率の目安は 2である。1970年代の半

ばまではこの水準が維持されていた。合計特殊出生率は1960年代末から減少傾向にあり，

2005年に戦後最低水準を記録した（「1.26ショック」）。コロナ禍の2020年には1.33と低い水

準となった（図 3・図 5）。

　人口千人に対する出生数を出生率というが，この水準は主要先進国と比べて，低レベルに

ある。出生数も2011年から減少が続き，2022年の出生数は80万人を割り込むなど，急速に少

子化が進展している。女性の社会進出などの社会経済的要因を背景として，合計特殊出生率

の低下，出生数減少が進んでいる。現状ではこの傾向に歯止めをかけることは困難であろう。

図 4　人口ピラミッド（2020年～2070年）

出所）令和 5年版 厚生労働白書



人口変化と日本経済

― ―25

　2020年の日本の生産年齢人口（15歳から64歳まで）は，約7509万人である。1995年のピー

ク時（8726万人）に比べて，約14％減少した。生産年齢人口は，減少を続け，2030年に7076

万人，2040年に5275万人，2050年に4793万人になると予測されている（図 6）。

出所）令和 5年版経済財政白書に掲載のデータに基づき筆者作成。
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図 5　合計特殊出生率（人）

図 6

出所）内閣府「令和 4年版高齢社会白書」
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　生産年齢人口の減少により，労働力不足，国内需要の減少による経済規模の縮小が生じるこ

とが見込まれる。それに伴い，その他様々な社会的経済的問題が深刻化することが懸念される。

　一方，労働力人口は，1995年頃から安定的に推移している（図 7）。これは生産年齢人口

の推移から見ると予想外の結果である。

図 7　労働力人口（万人）

出所）令和 5年版経済財政白書掲載のデータに基づき筆者作成。
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　労働力人口比率は，1995年頃から下落傾向を示したが，2012年頃から，上昇傾向を示して

いる（図 8）。女性や高齢者の労働力参加が進んだことが労働力人口比率を上向かせ，労働

力人口の推移に関する予想外の結果をもたらしたと推測される。

図 8　労働力人口比率（％）

出所）令和 5年版経済財政白書掲載のデータに基づき筆者作成。
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3.　日本のマクロ経済の推移

　戦後の日本経済は，高度成長期に急成長を遂げた。その後安定成長期を経て，この30年間

は低成長期となっている。といっても，日本人が絶対的貧困状態にあるわけではない。しか
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し，相対的な貧困や所得格差は増加傾向にあり，外国との相対的経済力は低下しつつある。

3-1　GDPの推移

　次に，日本の実体経済の時系列的な動きを把握するために，名目 GDPの規模と推移を概

観する（図 9）。名目GDPは，多少の増減は繰り返すが，1990年代半ばからさほど伸びてい

ない。

図 9　名目国内総生産（10億円）

出所）令和 5年版経済財政白書に掲載されたデータに基づき筆者作成。
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　名目 GDPの成長率は，70年代半ばまでは10％を超える高い伸びを示し，その後91年頃ま

では 5％～10％程度の安定的な伸びを示した。それ以降の成長率は増減を繰り返している

が，低迷している。91年以降でマイナス成長に陥った年もある（図10）。

図10　名目GDP成長率（％）

出所）令和 5年版経済財政白書に掲載されたデータに基づき筆者作成。
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　実質 GDPの成長率は，73年までは10％前後の高い伸びを示し，その後91年頃までは 5％

前後の安定的な伸びを示した。それ以降の成長率は増減を繰り返しているが， 1％前後で低

迷している。91年以降でマイナス成長に陥った年もある（図11）。

図11　実質GDP成長率（％）

出所）令和 5年版経済財政白書に掲載されたデータに基づき筆者作成。
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　一人当たり GDPは1991年までは毎年のように大きく増加しているが，1990年代以降では

増減は繰り返すも，30年間で50万円程度しか増えていない（図12）。30年間にわたって 1人

当たり GDPがほとんど増えていないという事実は，日本で長い間賃金が上昇しないことの

主要な要因である。
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出所）令和 5年版経済財政白書に掲載されたデータに基づき筆者作成。

図12　 1人当たりGDP（千円）

　時系列データをグラフ化して観察する限り，GDPの高度成長期は人口成長率も高く，GDP

の安定成長期は人口成長率と GDP成長率がやや下がり，GDPの低成長期は人口成長率がほ
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ぼゼロに低下している。つまり，GDP成長率と人口成長率の間には長期的に正の相関が認め

られる。

3-2　GDPを生み出す要因

3-2-1　供給側の要因

　生産要素の経済成長への寄与度分析によれば，おおむね時間を通じて全要素生産性の上昇，

資本ストック投入の増加，労働投入の増加のすべての寄与度が低下傾向にある。全体的に寄

与度が低下してきているが，全要素生産性の上昇，資本ストック投入の増加，労働投入の増

加の順に成長への寄与度が高い1）。

　1990年代から全生産要素で成長への寄与度が低下傾向にあるが，全要素生産性と資本ス

トック投入の寄与度低下が目立っている。産業・企業レベルのデータから，低下した TFPを

上昇させる要因として研究開発投資，IT設備への投資と IT設備の効率的な利用そして再資

源配分があげられる。再資源配分とは，低生産部門に留まっている資金や労働などの生産資

源を生産性の高い ITなどの部門へ再配分することである。

　労働の投入増加の寄与度が平均して一番低く，労働投入の影響力はさほどないように思わ

れるが，人口成長率と経済成長率が同方向に動いていることから，人口成長率低下が間接的

に全要素生産性の上昇や資本ストックの投入増加の寄与度を抑制している可能性はある。

3-2-2　需要側の要因

　支出面の経済成長への寄与度（1955～2019年）に目を転じると，支出の最大の項目である

消費の寄与度は，アップダウンを繰り返しながらも時間を通じて減少している。1990年頃ま

では消費の伸びが大きく，消費の寄与度が最大であったが，それ以後は消費の伸びが小さく

なり，必ずしも消費の寄与度が最大ではなくなった。この数年では寄与度は，－2.8％～1.3％

で推移している。

　設備投資の伸びも1990年を境に顕著に減少している。寄与度も，時間を通じて縮小し，

1990年以後はプラスの年とマイナスの年が交錯している。この数年では寄与度は，－0.9％～

0.5％で推移している2）。

　公需は，長期的に伸び率が低下している。2013年を境に寄与度も低下傾向にあり，この数

年では 0％～0.8％で推移している。輸出の伸び率は長期的にやや減少しており，寄与度は，

1） Hayasi and Prescott（2002）と林（2003）は，日本の1990年代の停滞を全要素生産性に注目して
供給サイドから論じている。成長会計については，深尾（2016），宮川（2005），鶴・前田・村田
（2019）が詳しい。Gordon（2012），（2016）は，長期停滞の主因を人口減少下での有望な技術革
新機会の減少とした。

2） Hansen（1939），（1941）や Summers（2014），（2016）は，長期停滞の主因を需要の減少，特に
設備投資の減少とした。
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時間を通じてさほど変化していない。この数年の寄与度は，－1.7％～ 2％である。2011年

頃まで他の項目に比べて特定時期を除いて大きくなかったが，2013年頃から他の項目との相

対的寄与度は大きくなっている。輸入の伸び率は長期的に減少しており，寄与度は，時間を

通じてさほど変化していない。この数年の寄与度は，－1.4％～1.1％である。

　まとめると，支出面の寄与度は輸入を除く全項目で長期的に低下傾向にあるが，主力の消

費と設備投資の寄与度低下が目立つ。消費と設備投資の伸び率低下が主因となって需要面か

ら経済成長率の低下をもたらしたと考えられる。1990年代初め頃から消費と設備投資の伸び

や寄与度低下が発生した。また，1990年頃から人口成長率の低下がみられ，2010年頃から人

口減少が始まった。よって，消費と設備投資の不振と人口成長率と人口の減少の関連性が認

められ，両者が相互に影響を及ぼしあい，消費と投資の不振と人口成長率と人口の減少が共

に深まっていったと思われる。

4.　少子高齢化・人口減少の社会経済的影響

　世界に先駆けて進行する日本の少子高齢化とそれに伴う人口減少は，様々な方面に影響を

与える。その結果，各種の問題が発生し，深刻化する3）。例えば，少子高齢化は，労働参加

率の低下を通じて，一人当たり国民所得に負の影響を及ぼす。

4-1　財政・社会保障へ与える影響

　日本で持続的な人口減少社会が進行している。人口減少社会は，少子高齢化社会につなが

り，財政面・社会保障面で問題を引き起こす。

4-1-1　財政へ与える影響

　図13と図14は，日本の令和 5年度の一般会計予算を示している。一般会計歳出では，社会

保障関係費と国債費が突出している。一般会計歳入では，公債金の比重が目を引く。財政赤

字が顕著であり，健全な財政運営がなされているとは思われない。現時点で一般会計歳出に

おいて一般歳出に使えるお金は63.6％しかなく，一般会計歳入は31.1％も公債金に依存して

いる。

3） 平口（2022），松浦（2020），宮川他（2021）は，人口変化と日本経済に関する比較的新しい文献
である。
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　財政面では，公債（国や地方自治体が抱える借金）の負担問題に人口減少・少子高齢化が

深くかかわる。公債の残高は，経済成長等による大きな税収増がない限り，将来を生きる世

代が租税負担増（増税）という形で負うことになる。人口減少は借金の担い手（若年者・壮

年者）を減らすという点で日本経済，特に財政にとって大きな問題である。

　現役世代の肩にかかるウエイト，つまり税の負担は相対的に大きくなる。若・壮年の働き

手が減ることは，健全な財政運営に影を落とす。人口減少，少子高齢化が進む中で，財政赤

字が続き，公債残高が累増している現在，財政の持続可能性が問われている。

4-1-2　社会保障へ与える影響

　社会保障面では，制度の持続可能性に人口減少・少子高齢化が深くかかわる。年金，医療，

介護といった主要な社会保障のいずれも，根本的なところでは同じ問題に直面している。

　日本の社会保障制度は，実質的に賦課方式的な運営がなされている。賦課方式は，現役世

代が高齢世代を支える仕組みであり，この方式を採用する制度が安定的に持続するためには，

多くの支え手がいることが必要である。人口減少・少子高齢化は賦課方式にとって脅威であ

り，日本の社会保障制度に深刻な問題を突きつけることになる。

　年金に関しては，少子高齢化が進むと，支え手である現役世代の負担が増す。現役世代の

社会保険料引き上げを通じた負担増には限界があるので，老年世代において年金支給年齢が

図13／図14

令和５年度一般会計予算 歳出・歳入の構成

社会保障
368,889
(32.3％)

地⽅交付税
交付⾦等
163,992
(14.3％)

防衛関係費
（＊を除く）

67,880
(5.9％)公共事業

60,600
(5.3％)

⽂教及び
科学振興
54,158
(4.7％)

その他
91,985
(8.0％)

債務償還費
167,561
(14.6％)

利払費等
84,943
(7.4％)

防衛⼒強化資⾦
繰⼊れ（＊）

33,806
（3.0％）

国債費
252,503
(22.1％)

⼀般歳出
727,317
(63.6％)

ウクライナ情勢
経済緊急対応予備費

10,000
(0.9％) 新型コロナ及び

原油価格・物価⾼騰
対策予備費

40,000
(3.5％)

⼀般会計
歳出総額

1,143,812
(100.0％)

租税及び印紙収⼊
694,400
(60.7％)

所得税
210,480
(18.4％)

法⼈税
146,020
(12.8％)

公債⾦
356,230
(31.1％)

消費税
233,840
(20.4％)

その他
104,060
(9.1％)

⼀般会計
歳⼊総額

1,143,812
(100.0％)

特例公債
290,650
(25.4％)

建設公債
65,580
(5.7％)

その他収⼊
93,182
(8.1％)

一般会計歳出

（注１） 計数については、それぞれ四捨五⼊によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
（注２） ⼀般歳出における社会保障関係費の割合は50.7％。

一般会計歳入

※「⼀般歳出」とは、歳出総額から国債費及び地⽅交付税交付⾦等を除いた経費のこと。
※「基礎的財政収⽀対象経費」（＝歳出総額のうち国債費の⼀部を除いた経費のこと。当年度

の政策的経費を表す指標）は、895,195（78.3％）

（単位︓億円）

相続税 27,760（2.4％）
揮発油税 19,990（1.7％）
酒税 11,800（1.0％）
関税 11,220（1.0％）
たばこ税 9,350（0.8％）
⽯油⽯炭税 6,470（0.6％）
⾃動⾞重量税 3,780（0.3％）
電源開発促進税 3,240（0.3％）
その他の税収 690（0.1％）
印紙収⼊ 9,760（0.9％）

⾷料安定供給関係費 12,654 （1.1％）
エネルギー対策費 8,540 （0.7％）
経済協⼒費 5,114 （0.4％）
中⼩企業対策費 1,704 （0.1％）
恩給関係費 970 （0.1％）
その他の事項経費 58,004 （5.1％）
予備費 5,000 （0.4％）

うち防衛⼒強化
のための対応

45,919
(4.0％)

出所）財務省
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引き上げられたり，年金給付額が抑制される可能性が高い。例えば，マクロ経済スライドが

導入され，公的年金被保険者数の減少率や平均余命の伸びを勘案した一定率を年金の引き上

げから差し引く調整がなされる。

　医療・介護に関しても，少子高齢化が進むと，支え手である現役世代の負担が増す。現役

世代の社会保険料引き上げを通じた負担増には限界があるので，医療費の抑制を講じざるを

得ない。つまり，医療側の過剰診療や患者側の重複診療の削減が必要とされる。また，介護

労働力以上に要介護の老人の数が増えるため，介護労働力が不足する。2017年時点でも介護

職の有効求人倍率は 3以上であり，賃金を引き上げるなどして介護職員の増加を図るべきで

ある。

4-2　経済成長へ与える影響

　日本の少子高齢化とそれに伴う人口減少は，様々な問題を深刻化する可能性がある。日本

の少子高齢化と人口減少のスピードは主要先進国の中でも突出しており，経済成長の重荷と

なっている。このため，各種の構造改革が必要であり，中でも少子高齢化対策や人口減少対

策は，優先的に取り組むべき対策である。

　1970年代半ばまでは，合計特殊出生率が 2を維持していて，人口が減らないための条件が

満たされていた。その結果，労働力増加率が人口増加率より高く（生産年齢人口の増加率が

従属人口の増加率より高く）なる「人口ボーナス」が長期間持続し，経済成長を後押しして

きた。

　しかし，1970年代後半以降合計特殊出生率の低下が続き，1993年には1.5を割り込んでし

まった。今後も，出生数や出生率の低下が高齢化を促進し，さらなる人口減少と生産年齢人

口比率の低下が生じる可能性が高い。日本は，労働面から国内総生産が抑制される「人口オー

ナス」の時代を迎え，財政，社会保障や経済成長にかかる負担が一層増すことになる。

　福田（2018）は，日本の人口減少，少子高齢化の進行に対して，以下のように警鐘を鳴ら

す。「減り続ける人口をこのままにして，日本経済が持続的な成長を実現できるとは到底考え

られない。人口の急速な減少は，労働人口の面から潜在成長率を低下させるだけでなく，国

内市場の縮小を通じて総需要を抑える恐れがある。急速に進行する少子高齢化に抜本的な対

策を早急に打たないと，日本経済に与える影響は依然として深刻である。」

　しかし，経済成長の源泉は，労働だけではない。補論で示す新古典派成長理論において，

生産関数において，技術，労働，資本の 3つの生産要素が想定される。少子高齢化は，労働

だけでなく，資本，生産性の経路を通じて経済成長へ悪影響を与える可能性がある4）。

4） 成長理論全般については，Jones（2013），Weil（2013），Barro and Salaimartin（1995）を参考に
した。
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　まず，資本蓄積への影響とそれを通じた生産拡大効果を理論的に考察しよう。人口減少あ

るいその成長率低下は直接的に生産関数に負の影響を及ぼし，短期的には貯蓄と投資を減少

させる。しかし，長期的には，一国のGDP成長率の低下をもたらすが，一人当たりGDP成

長率には影響しない。一方，人口減少は間接的に資本装備率の上昇をもたらし，一人当たり

GDPの水準が増加する。

　また，貯蓄率（投資率）が増大すれば，資本蓄積を通じて，一人当たり GDPの水準が増

加する。また，所与とされた技術進歩率が上昇すれば，一人当たり GDP成長率が上昇する。

　しかし，今後の日本経済は，少子高齢化が進展し，高齢者が増大するため，逆に貯蓄（率）

が減少するであろう（消費のライフサイクル仮説）。貯蓄率の減少は投資率の減少をもたら

し，生産や資本蓄積が抑制される。長期的には，GDPと一人当たり GDPの成長率に影響は

もたらさないが，一人当たり GDP水準が長期的に減少する。

　まとめると，人口成長率の低下は，GDP成長率を低下させるが，一人当たり GDP成長率

には影響を及ぼさない。一人当たり GDPは増加する。少子高齢化に伴って，貯蓄率が低下

すれば，資本蓄積が抑制されて，一人当たり GDPが減少する。GDP成長率と一人当たり

GDP成長率は，不変である。

　次に，技術進歩への影響を理論的に考察しよう。新古典派成長理論においては，技術は外

生的であり，技術進歩率は所与とみなされる。したがって，人口減少や少子高齢化が生じて

も技術進歩率は不変であり，技術を通じた成長効果はない。

　一方，技術を内生的に決定しようとする内生的成長理論においては，補論で示されるよう

に，新古典派成長理論に研究開発過程などを追加する。その結果，Romer（1990）や Jones

（1995）では，人口規模や人口成長率が大きいほど，技術進歩率が高まるとされている。人

口が多いほど研究者の数や研究量が増えるため，より多くのアイデアが蓄積されるからであ

る。また，研究開発には一定数の研究者が必要であり，研究者が多いと規模効果が作用し，

アイデアの発明が促進され得る5）。

　逆に，人口減少の場合は，研究開発に従事する研究者数や研究量が減り，アイデアの蓄積

が阻害され，アイデアの蓄積や生産性の上昇が鈍化する。

　また，人口減少に伴った少子高齢化の進展は，柔軟で創造力のある若者の数を減らし，ア

イデアの発明を阻害すると考えられている。結局，少子高齢化が進展すると，発明の潜在能

力を持つ若者の数が減り，技術進歩率あるいは生産性の上昇率の低下が生じ得る6）。

5） Galor and Weil（2000）は，人口成長，技術変化と産出間の歴史的な展開を，統一モデルを用いて
分析している。Kremer（1993）は，技術成長と人口成長を統合する内生的成長モデルを適用して，
人口成長と技術成長の間の正の相関を主張している。

6） Becker and Murphy（1990）は，出生率と人的資本を内生化し，豊富な人的資本と高い人的資本収
益率が少子化，教育投資と豊かな社会が生み出されるとする。
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　少子高齢化・人口減少が経済成長に悪影響を及ぼすという議論には反論もある。例えば，

Acemoglu（2010），Acemoglu and Restrepo（2017），Acemoglu and Restrepo（2018）は，

数十年にわたる世界各国のデータをもとに人口高齢化と経済成長率の間には弱い正の相関が

あることを示した。高齢化率が高い国のほうが経済成長率も高いという結果を示した。とい

うのは，高齢化が進み，人手不足に直面する国は，労働と代替的な資本や技術を開発・採用

する傾向がある。これらの国ではロボットや人工知能などで自動化・機械化が推進され，結

果として生産性が上昇することになる7）。

5.　終　わ　り　に

　日本経済において人口減少・少子高齢化が進行し，様々な問題が発生し，深刻化している。

欧米諸国も，同様の問題を抱え，金融危機や世界同時不況の発生以降，経済成長率の低下と

インフレ率の上昇，公債残高の累増などに直面している。

　日本や欧米諸国で少子高齢化・人口減少が進行すると，社会的経済的諸問題が深刻化し，

経済基盤が脆弱となる。2020年に発生したコロナ経済危機がこの脆弱さを露見した。先進諸

国が不況に陥り，それが新興国にも波及し，貿易の縮小等が世界全体の経済状況を悪化させ

た。

　本稿では，主に，日本経済を対象として，人口変化とそれがマクロ経済などに及ぼす影響

を考察した。つまり，時系列データに沿って，日本の人口の推移やマクロ経済の推移を考察

した。日本の人口やマクロ経済の変遷を把握した後，人口減少・高齢化が財政，社会保障や

経済成長に及ぼす影響を考察した。

　日本の時系列データをグラフ化して考察すると，以下のことが分かった。1990年を境に

GDP成長率，一人当たり GDP成長率と人口成長率がすべて低下した。生産要素に注目する

と，低下の主な原因は全要素生産性上昇率の寄与度低下と考えられる。支出面に注目すると，

低下の原因は主に消費と投資の寄与度低下である。

　GDP成長率，一人当たり GDP成長率と人口成長率は正の相関関係にあり軌を一にしてい

る。双方向で影響し合っているのではないか。GDP成長率と人口成長率が共に低いままでは

悪循環が発生し，低迷から脱却はできないであろう。よって，低迷からの脱却には，人口減

少率が緩和するか，GDP成長率が上昇し，悪循環を好循環に導くことが望まれる。

　GDPや人口の成長率低下と並行して，財政や社会保障の運営の健全性が失われてきた。

GDP成長率・人口成長率低下と財政・社会保障の赤字化は，合併症の様相を呈する。GDP

7） 吉川（2016）は，技術革新の重要性を強調し，労働減少を技術や機械で補えば持続的な経済成長が
可能であると述べている。
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の低い成長や人口減少に伴って，他の弊害が発生している。

　経済格差が拡大した。年金生活をする老齢世代の中で，年金額の多寡に従って所得格差が

発生，拡大している。老齢世代と若年世代間で税・社会保険料の負担や給付において，世代

間格差が存在する。過疎化が進む地方では，経済面・生活面で不利益が発生する。

　最後に，以上の日本の人口変化や経済の状況を踏まえた上で，状況を改善するための対策

を考察する。一つは，人口変化を止めることである。つまり，人口減少や少子高齢化を阻止

することである。死亡者数や死亡率を減少することは限界があるので，出生数や出生率の向

上に取り組む必要がある。

　これらの向上のためには，まずは婚姻数や婚姻率を増やさなければならない。次に，結婚

した夫婦が 2人以上の子供を持つことが望まれる。婚姻や出産を躊躇する要因の一つに，経

済的な不安があげられる。子育て費用の軽減だけでなく，育休の促進，女性の出産後の職場

復帰の際の待遇改善，働き方改革（労働時間，働く場所）などが望まれる。

　ただし，結婚や出産の支援には，財源の確保が必要である。財源として，国の歳出削減や

税金や社会保険料の引き上げが考えられる。しかし，これらは一般国民の負担増を伴うもの

であり，できれば回避したい。残る手段は，経済成長の促進である。経済が成長すれば，税

収が増え，労働や資産からの収入も増加する。若年層の生活も改善する。

　人手不足となり，賃金が上昇するだけでなく，非正規職員から正規職員に切り替わる人も

少なからず生じるであろう。経済格差が是正され，貧困層が縮小するであろう。しかし，そ

もそもの経済成長の促進はどのようにして実現するのだろうか。労働投入を所与とすれば，

資本蓄積か技術進歩などが考えられる。企業の余剰資金を今以上に国内設備投資や研究開発

投資に振り向けることが望まれる。

　研究者の待遇を改善して，優秀な研究者を確保し，日本の最先端技術を磨き上げることが

必要であろう。また，最先端ではない分野においては，外国企業に学び，キャッチアップす

ることによって，生産性を引き上げることも必要であろう。情報化やグローバル化で知識や

情報は瞬く間に世界中に波及する。もはや，出遅れは許されない。
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＜補論 1＞　新古典派成長理論

　生産関係は，次のような通常の新古典派生産関数を仮定する。

Y F K L= ( , )  （1）

ここで，Y, K, Lは，それぞれ総産出量，資本ストック，労働量を表す。

　時間を通じた資本ストックの変化 K は

K sF K L K� �( , ) �  （2）

と表される。ここで，s, δは，それぞれ一定の貯蓄率，資本減耗率を表す。

　次に，（2）の両辺を労働量 Lで割り，整理すると，労働者 1人当たり資本量 kの変化（3）

が導かれる。

k sf k n k� � �( ) ( )�  （3）

ここで，k, nは，それぞれ労働単位あたり資本ストック，一定の労働人口成長率を表す

（図 1）。

　次に，（3）の両辺を kで割ると，（4）が導かれる。
k

k

sf k

k
n� � �

( )
( )�  （4）

　kの増加は（4）式右辺を減少させるため，定常状態は大域的に安定であり，そこでは（5）

が成立する。

sf k

k
n

( )
� ��  （5）

このとき，k y f k, ( ( ))= は一定となり，K, Yは Lと同率で成長する（均斉成長率＝n）。

　人口成長率 nが上昇すると，（n＋δ）kが反時計回りに回転する。その結果，定常状態での

1人当たり資本ストック kと 1人当たり産出水準 yが減少する。一方，人口成長率 nが下落

すると，（n＋δk） が時計回りに回転する。その結果，定常状態での 1人当たり資本ストック

kと 1人当たり産出水準 yが増加する。

　以上により，資本の希釈効果を通じて，高い人口成長をもつ国が貧しいのかが説明される。

新古典派成長理論の予測によれば，人口や人口成長率の減少は，国民所得の成長率減少と資

本装備率増加を通じた 1人当たりの国民所得の増加を生み出す。この予測により，人口成長

率減少は一国の生産規模を縮小するが，国民の生活水準を改善し得る。
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＜補論 2＞　内生的成長理論

　Romer（1990）が，代表的な内生的成長理論である。ローマーの型の内生的成長理論の特

徴は，研究者の研究開発活動を通じて新知識が創出される点である。

　生産関数は，通常のように，コブ・ダグラス型が想定される。

Y K ALY� �� �( )1  （6）

ここで，Lyは最終財の生産のために投入される労働量を表す。

　資本ストックの変化は，（2）と（6）を使うと

K sK AL KY� ��� � �( )1  （7）

となる。

　知識 Aの変化は，研究に従事する労働量 LRに依存し

A zALR=  （8）

と表される。ここで，zは研究の効率を表し，正の定数である。

　また，総労働量 Lを一定とすると，労働に関する制約は

図15　新古典派成長理論

 

 E                    
 

∗
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L L LY R� �  （9）

となる。

　定常状態（均斉成長経路）は，（10）で示される。研究者比率 l（＝LR/L）は lRで固定し

g g g zl LK Y A R= = =  （10）

が成立する。ここで，gKは Kの成長率を表し，gY, gAも同様である。

　zは研究開発の生産性（研究効率）を表し，外生的な z, lR, Lの上昇は，技術進歩率の上昇

を通じて，資本ストックと GDPの成長率の上昇をもたらす。

　定常状態（均斉成長経路上）では ��k = 0（（12） 式）となり

y
Y

L
A

s

g
lt

t
t

Y
R� �

�
��( ) ( )

�

�
�1 1  （11）

が成立する。

　技術（知識）水準 Aと貯蓄率 sの上昇は生産能力の増加につながり， 1人あたり産出 yの

増加をもたらす。一方，資本減耗率 δ と研究者比率 lRの上昇は生産要素量の減少をもたら

し， 1人あたり産出 ytの減少を引き起こす。

　人口の減少は研究者数の減少を通じて技術進歩率の下落を生み出すが， 1人当たり産出に

は正の影響を及ぼすであろう。単純化のため，lRは時間を通じて一定と仮定すると，資本蓄

積方程式（成長方程式）は（7） 式などを使って

�� � �k s l k g kR A� � � �� ��( )1 1 � � �  （12）

と表せる。ここで， kは K/ALを表している。

　（12）式は新古典派成長理論から導出された資本ストック変化を示す式（3）式と形式的に

同様である。定常状態（均斉成長経路）は，大域的に安定である。人口減少により技術進歩

率の下落が生じた場合，資本ストックや GDPの成長率は低下した均斉成長率に向かって低

落していく。
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図16　内生的成長理論
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